
川崎市上下水道局の国際展開の取組 



本日の内容 

1   川崎市上下水道局の概要 

 

2   上下水道分野における国際展開  

  

  ・官民連携による国際展開 

  

  ・技術協力による国際貢献 



川崎市上下水道局の概要 
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○ 上下水道局が水道事業，工業用 

   水道事業と下水道事業を経営 

１７局 
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川崎市上下水道局の概要 

給水開始：1921年 

給水人口：1,495,999人 

給水能力：758,200㎥/日 

浄水場数：1 

配水管延長：2,404km 

水 道 

下水道 

給水開始：1937年【日本初】 

給 水 先 ：58社80工場 

給水能力：520,000㎥/日 

浄水場数：2 

配水管延長：44.095km 

供用開始：1935年 

処理人口：1,487,834人 

処理能力：918,000㎥/日 

処理場数：4 

管きょ延長：3,120km 

工業用水道 

2016年度
データ 

 ◆水道・工業用水道・下水道の一体運営 
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世界の水環境改善への貢献 

官民連携による国際展開 

■ 世界の水環境の改善         ■ 市内企業の国際競争力の強化 

■ 人材育成による組織力の向上     ■ 川崎市のプレゼンス向上 

技術協力による国際貢献 

基 本 方 針 

基 本 目 標 

期待する効果 

連携 

上下水道分野の国際展開 

 川崎市では、世界の水環境改善に貢献するため、「官民連携による国際展開」と「技術協力に

よる国際貢献」の２つの方針に基づき、国際展開を推進しています。 
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官民連携による国際展開  

 ◆かわさき水ビジネスネットワークの活動 

世界の水環境改善に向けて、官民が連携して水ビジネスを推進するプラットフォームと
して、「かわさき水ビジネスネットワーク」（KaWaBiz NET） を２０１２年８月に設立 

KaWaBiZ NET  HPアドレス 
http://www.kawabiznet.com 

かわビズネット総会の様子 
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 ◆かわさき水ビジネスネットワークの組織構成 

会員内訳 

民間企業等 自治体 合計 

5９団体 1団体 ６０団体 

協力団体内訳 

関係省庁 関係団体 海外自治体 合計 

3団体 ７団体 ２団体 1２団体 

協力団体（関係省庁） 

・厚生労働省 
・経済産業省 
・国土交通省 

協力団体（関係団体） 

・（独）国際協力機構 
・（株）国際協力銀行 
・（公社）日本水道協会 
・（独）日本貿易振興機構 
    横浜貿易情報センター 
・（公社）日本下水道協会 
・（公財）川崎市産業振興財団 
・ 国際連合工業開発機関 

協力団体 
（海外自治体） 

・ダナン駐日代表部 
・クィーンズランド  
 州政府駐日事務所 

海 外 

幹事会 

・伊藤忠商事㈱ 
・川崎商工会議所 
・JFEエンジニアリング㈱ 
・東芝インフラシステムズ㈱ 
・㈱みずほ銀行 
・㈱横浜銀行 
・川崎市 

会 員 
（水関連企業・団体） 

６０団体 

サ
ポ
ー
ト 

サ
ポ
ー
ト 

サ
ポ
ー
ト 

（敬称略） 

かわさき水ビジネスネットワーク（略称：かわビズネット） 

役 員 ○会長：小泉明 首都大学東京都市環境学部特任教授 ○特別顧問：川崎市長、川崎商工会議所会頭 

国 内 

官民連携による国際展開  
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 ◆ かわさき水ビジネスネットワークの活動モデル 

スキーム構築・実施可能性調査 事業実施 ニーズ把握 

現地 
調査 

ﾆｰｽﾞ 
把握 

ﾁｰﾑ 
形成 

ﾋﾞｼﾞﾈｽ 
ﾓﾃﾞﾙ形成 

実施可能
性調査 

◆ ニーズ調査 

◆ G to G関係に基づく   
ニーズ調査の支援 

◆ ミッション団の派遣 

◆ 調査・事業実施に向けたチーム形成のコーディネート 

◆ G to G 関係の構築による調査・事業実施の環境整備 

◆ 上下水道の事業運営に係る技術・ノウハウの提供 

◆ 国・関係団体と協力した政策・制度面での支援 

◆ メール配信やＨＰを通じた情報提供   ◆ 国際展示会等でのかわビズネットＰＲ 

◆ ＨＰを通じた国内外への情報発信    ◆ セミナー、交流会等の開催 

水ビジネスの基本的な流れ 

ニーズ把握 スキーム構築・実施可能性調査・事業実施 

情報提供・情報発信 

受注 
事業化 

建設 
完成 

運転 
維持管理 

官民連携による国際展開  
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官民連携による国際展開  

 ◆かわさき水ビジネスネットワークの具体的な活動例 

（１）インドネシア・バンドン市に関する取組 

バンドン市水道公社総裁、排水部長等を
招聘し企業展開セミナーを開催(2017.3) 

会員と川崎市による官民共同ニーズ調査を
実施(2017.10) 
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官民連携による国際展開  

 ◆かわさき水ビジネスネットワークの具体的な活動例 

（３）オーストラリア・ 
  クイーンズランド州 
  に関する取組 

（２）ミャンマー・ 
  ヤンゴン市 
  に関する取組 

会員が、分散型下水道・中水道等導入可能
性調査を受注、川崎市がアドバイザーとし
て参画(2014.1) 

会員と川崎市が、ＪＣＭ事業へ参画
(2017.8) 
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官民連携による国際展開  

 ◆かわさき水ビジネスネットワークの具体的な活動例 

（４）ベトナム・バリアブンタウ省に関する取組 

会員の提案が厚生労働省に採択され、会員
と川崎市がコン・ダオ県の水環境改善に向
けた調査を実施(2014.10-2015.3) 

会員の提案が国土交通省に採択され、会員
と川崎市がコン・ダオ県の下水道環境改善
に向けた調査を実施(2015.10-2016.3) 
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官民連携による国際展開  

国際展示会への出展（写
真は川崎国際環境技術展
2017）(2017.2) 

長沢浄水場内広報施設「水と
かがやく未来館」かわビズ
ネットコーナー(2017.6～) 

 ◆かわさき水ビジネスネットワークの具体的な活動例 

（５）その他 情報発信・ＰＲ等の取組 

紹介パンフレット等の 
ＰＲ媒体制作 
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 川崎市では、ＪＩＣＡ等からの要請に応じて、上下水道分野での職員の海外派遣や海外からの研修生
受入などの技術協力を実施し、上下水道を通じた健全な水循環を構築することで、開発途上国等の社
会・経済発展に貢献しています。 

技術協力による国際貢献  

 ◆技術協力による国際貢献 

インドネシア・マカッサル市における地下漏水対策 
   実行能力向上プロジェクト (JICA:2017- ) 

 川崎市は、ＪＩＣＡ草の根技術協力事業（地域活性化特別枠）に採択され、急速な経済発展を続け
るインドネシア・マカッサル市において、大きな課題となっている高い無収水率の削減に向け、地下
漏水対策のための支援を実施します。 
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実施期間：２０１７年度～２０２１年度（３年間） 
 
実施体制：（日本側）川崎市上下水道局、かわさき水ビジネスネットワーク会員 
     （インドネシア側）マカッサル市水道公社 
 
主な活動：本市職員等の派遣及び研修員受入により、以下の活動に取り組みます。 
     ①パイロットエリアにおける地下漏水調査計画の作成支援、地下漏水 
      調査及び漏水修理工事の実行支援 
     ②マカッサル市水道公社職員の地下漏水発見能力の向上支援 
     ③マカッサル市水道公社職員の漏水修理技術の向上支援 
     ④本事業の活動成果及び漏水防止に関する技術の共有・普及支援 
 マカッサル市での調査 



ラオス国水道公社事業管理能力向上プロジェクト (JICA:2012-2017) 

 ラオス国において持続可能な水道事業運営を目指
すため、さいたま市、埼玉県、横浜市と共に職員を
派遣し、配給水管施設計画の分野等で技術支援を行
うとともに、川崎市にも研修生受入を行い、講義や
視察を実施しました。 

現場技術支援 

ベトナム・ホーチミン市下水道管理能力開発プロジェクト(JICA:2009-2010) 

水質試験 ラオス研修生受入 

ブラジル・サンパウロ無収水管理プロジェクト (JICA:2008-2010) 

技術協力による国際貢献  

ベトナムでの技術支援 

 下水道の管理体制の向上を図るため、ホーチミン市への技術職員の派遣と川崎市へ
の研修生の受入を行い、水処理技術や下水道管理について技術支援・研修等を行いま
した。水道の無収水削減による水資源の有効活用を図るため、サンパウロに技術職員
を派遣し、漏水管理等について技術支援等を行いました。 
 

 水道の無収水削減による水資源の有効活用を図るため、サンパウロに技術職員を派
遣し、漏水管理等について技術支援等を行いました。 

 ◆技術協力による国際貢献 

ブラジルでの国際セミナー 
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上下水道分野における国際展開 

49か国・地域から822名が訪問（2011～2016年度） 

技術協力による国際貢献 

川崎市の立地を活かし、世界各国からの研修生や視察者を上下水道施設に受け入れ、
研修等を実施 

 ◆世界各国・地域から研修生・視察者を受入 

  下水道分野の海外展開拠点都市  

 水・環境ソリューションハブ（WES Hub）は、国土交通省の協力の下、日本の水・環境インフ

ラに関する政策と技術を海外に積極的に提供していく都市による連合体です。 

 川崎市は、国土交通省からWES Hubのハブ都市として2013年3月に認定され、研修や視

察の実施などで情報発信に取り組んでいます。 
入江崎水処理セン
ターでの現場研修 

日本の汚泥処理技術の
情報をベトナムで発信 13 



ご清聴ありがとうございました 
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